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教 企 第 ８ ８ 号

令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

各 市 町 村 教 委 教 育 長

殿
各 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

奈良県立美術館特別展「生誕２００周年記念 森川杜園展」

の鑑賞について（通知）

このことについて、令和３年９月２３日（木・祝）から奈良県立美術館で下記のとおり特別

展が開催されますので、児童及び生徒の鑑賞について特段の御配慮をお願いします。

記

１ 展覧会名

特別展 生誕２００周年記念 森川杜園展

２ 開催趣旨

奈良県出身の彫工・森川杜園（もりかわ・とえん 1820-1894）は、奈良の伝統工芸の一つ、

奈良人形（一刀彫）の名手として知られている。明治期には正倉院宝物をはじめとする名宝の

模写・模造にも取り組み、国内外の博覧会で受賞を重ねるなど、日本の彫刻史に確かな足跡を

残した。生誕２００周年を記念する本展では、杜園の妙技が発揮された代表作を展示し、その

魅力溢れる造形世界を紹介する。

なお、本展では、「令和３年度国立博物館貸与促進事業」を活用し、国立博物館が所蔵する

森川杜園の代表作などを借用し、公開する。

３ 開催場所

奈良県立美術館

〒630-8213 奈良市登大路町１０－６

ＴＥＬ ０７４２－２３－３９６８

ＦＡＸ ０７４２－２２－７０３２

テレフォンサービス ０７４２－２３－１７００
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ホームページ http://www.pref.nara.jp/11842.htm

４ 会期等

会 期 令和３年９月２３日（木・祝）～１１月１４日（日）

※ 一部の作品は会期中に展示替えあり。

前期：９月２３日（木・祝）～１０月１７日（日）

後期：１０月１９日（火）～１１月１４日（日）

休 館 日 月曜日（ただし、１１月１日及び１１月８日は開館）

開館時間 午前９時～午後５時（入館は午後４時３０分まで）

５ 観覧料

一 般 ８００円

大・高生 ６００円

中・小生 ４００円

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、団体料金の設定はなし。

※ 次の方は無料

(１) 身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳をお持ちの方と介助の方１人

(２) 外国人観光客（長期滞在者・留学生を含む。）と付添の観光ボランティアガイドの方

６ 関連事業

(１) 講演会「森川杜園とその芸術」

講師 堺女子短期大学名誉教授 淺井 允晶 氏

日時 令和３年１０月３１日（日）午後２時～（午後１時３０分開場）

定員３０名、要事前申込

(２) 美術講座Ａ「彫工から彫刻家へ－森川杜園とその時代」（仮題）

講師 当館指導学芸員 松川 綾子

日時 令和３年１０月１０日（日）午後２時～（午後１時３０分開場）

定員３０名、要事前申込

(３) 美術講座Ｂ「森川杜園とその前後－江戸後期から明治時代の奈良人形師たち」（仮題）

講師 当館主任学芸員 飯島 礼子

日時 令和３年１０月２４日（日）午後２時～（午後１時３０分開場）

定員３０名、要事前申込

(４) 当館学芸員によるギャラリートーク（作品解説）

日時 令和３年９月２５日（土）、１０月１６日（土）、１１月６日（土）

午後２時～（午後１時３０分開場）

定員３０名（先着）、事前申込不要
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※ 関連事業の聴講には当日観覧券が必要

※ 講演会・美術講座の応募期間・申込方法等については、奈良県立美術館ホームページ

（http://www.pref.nara.jp/11842.htm）に掲載される。

※ 新型コロナウイルス感染症の拡大状況により、関連事業の内容等を変更する場合がある。

７ 同時開催展示（入場無料）

連携展示「なら工藝館リニューアル記念～なら工藝歳時記～」

８月にリニューアルしたなら工藝館の収蔵品等を通じ、奈良の四季と工芸の美を紹介する。

また、連携企画として奈良一刀彫の実演展示を行う。

実演展示 令和３年１０月２日（土）、１０月３日（日）、１０月１０日（日）、

１１月１４日（日）

いずれも午後１時～午後４時３０分

会 場 １階ギャラリー
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教 学 第 ６ ３ ５ 号

令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

各 市 町 村 教 委 教 育 長

各 小 ・ 中 学 校 長

各 義 務 教 育 学 校 長

各 中 等 教 育 学 校 長

各 特 別 支 援 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

第６５回奈良県へき地教育研究振興大会

山添村・奈良市大会の実施について(通知)

このことについて、標記大会は、新型コロナウイルス感染症対策等を踏まえて、下記のとおり、

紙面発表による実施とします。関係者への周知についてよろしくお願いします。

記

１ 趣 旨

人間性豊かで、たくましく生きる子どもを育てる教育の実践について研究するとともに、

へき地が直面する教育上の諸課題について研究協議し、へき地教育の充実と振興を図る。

２ 主 催

奈良県教育委員会、奈良県へき地教育振興協議会、奈良県へき地・小規模校教育研究連盟、

山添村教育委員会、奈良市教育委員会

３ 大会主題

ふるさと大和高原に学び、誇りをもって夢と希望をかたり、未来を拓く子どもの育成

４ 内 容

分科会 研究テーマ

一人一人の確かで豊かな成長を願って「き

第１分科会 山添村立やまぞえ小学校 き合い、学び合う子どもの育成」

殿
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～子どもの情報活用能力に着目した取組を

通して～

主体的に学び、多様な問題を解決する生徒

第２分科会 山添村立山添中学校 の育成

～情報を活用した協働的な学びを通して～

第３分科会 奈良市立月ヶ瀬小学校ＰＴＡ・ ふるさとで心豊かに学び、新しい時代を切

奈良市立月ヶ瀬中学校ＰＴＡ り拓く子どもたちの笑顔のために

※ 上記の研究及び実践についてまとめた大会研究紀要は、１０月下旬に各市町村教育委員

会に配布する予定です。

５ 問合せ先

〒630-2344 奈良県山辺郡山添村大字大西１５１

山添村教育委員会事務局内

第６５回奈良県へき地教育研究振興大会実行委員会事務局

ＴＥＬ ０７４３－８５－００４９
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教 学 第 ６ ３ ８ 号

令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

各 市 町 村 教 委 教 育 長

各 中 ・ 高 等 学 校 長

各 義 務 教 育 学 校 長

各 中 等 教 育 学 校 長

各 特 別 支 援 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

令和３年度産業教育に関する研究論文等の

募集と表彰について（通知）

このことについて、下記のとおり実施しますので、教職員及び生徒に周知くださるようお願

いします。

記

１ 目 的

県内中学校、義務教育学校後期課程、高等学校、中等教育学校、特別支援学校中・高等部

の教職員及び生徒から産業教育に関する研究論文等を募集し、教職員の研究と実践活動の推進

及び生徒の学習意欲の向上を図ることにより、本県産業教育の充実と振興に役立てる。

２ 主 催

奈良県教育委員会、奈良県産業教育振興会

３ 研究論文等の内容

(１) 教職員の場合

産業教育推進の立場からの学校経営、学級経営、学習指導、生徒指導、人権教育等に

ついての理論的、実践的研究とする。

(２) 生徒の場合

産業教育に関する学習内容を深めた実践的研究、製図・図案等の作品研究又は産業教

育に関する生活体験等とする。

殿
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４ 応募方法等

(１) 研究論文等の応募については、個人又はグループを問わないが、未発表のものとする。

(２) 分量は、「Ａ４判４００字詰め原稿用紙横書き１０枚程度」又は「ワープロＡ４判

（４０字×２５行）横書き４枚程度」とする。（写真や図案等は、別添とする。）

(３) 応募については、校長の推薦書を添付すること。推薦書の様式は問わない。

(４) 提出された論文は返却しない。

５ 提出期限及び提出先

(１) 提出期限

令和３年１１月１９日（金）

(２) 提出先

〒630-8502 奈良市登大路町３０

奈良県教育委員会事務局学校教育課高校教育第二係 産業教育担当

ＴＥＬ ０７４２－２７－９８５３

６ 審査及び表彰

提出された研究論文等について審査の上、奈良県産業教育振興会が表彰する。
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教 人 第 ２ ４ ４ 号

令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

各 市 町 村 教 委 教 育 長

各 学 校 （ 園 ） 長 殿

学校以外の各県立教育機関の長

奈良県教育委員会教育長

令和４年度奈良県立野外活動センターの

利用申込み（団体）について（通知）

このことについて、下記により受け付けますので、関係者への周知についてよろしくお願いし

ます。

記

１ 利用対象者

(１) 保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教

育学校及び特別支援学校の幼児・児童・生徒並びに短期大学、大学及び専門学校の学生の

団体

(２) 社会教育団体

(３) 勤労青少年の健全育成を目的とする団体

(４) 企業等の研修を行う機関・団体

(５) 青少年指導者育成の講習会及び研修会等を行う団体

(６) その他、県立野外活動センター（以下「センター」という。）所長が認めたもの

２ 申込方法

所定の「利用申込書」に必要事項を記入の上、申込期間中、電子メール、郵送、ＦＡＸ又は

持参にて提出すること。ただし、承認決定日以降においても、施設に余裕があれば、申込みは

随時受け付ける。その場合は、原則として利用承認は「利用申込書」の先着順となるので、あ

らかじめ利用の可否を電話で問い合わせの上、申し込むこと。

なお、「利用申込書」以外での申込みは不可
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（「利用申込書」の入手方法）

センターホームページ（http://www.pref.nara.jp/31607.htm）から入手すること。

また、「利用申込書」については、郵送、ＦＡＸ及びセンターでの直接配布も行っている。

３ 利用申込期間及び承認決定日等

利用期間 申込期間 承認決定日 事前打合せ日

令和４年４月１日 令和３年10月１日 令和３年 センターから連絡

～令和５年３月31日 ～令和３年10月31日 12月１日以降

※ 利用希望日の申込人数が定員を超える場合は、学校団体、県内団体を優先する。

４ 利用申込書の記入方法

(１) 利用希望日及び宿泊希望施設

ア 利用申込にあたっては、センターのホームページの「利用団体受入れ日表」を参照する

こと。

イ 利用希望日及び宿泊希望施設は全て記入すること。未記入の場合は受付不可

ウ 以下にあげる日は利用希望が集中するため、利用を希望する３通りの日程パターン全て

にこの日を含んでいる場合、再度利用申込書の提出を依頼する場合があるので、あらか

じめ他の日程を検討しておくこと。

利用希望の集中が予想される日

５月12日、19日、26日、６月２日、９日（いずれも木曜日）

７月２日、９日、16日、23日、30日、８月６日、13日、20日、27日（いずれも土曜日）

（２） 活動計画（プログラム）

ア 諸活動は団体が主体的に実施すること。

イ 入退所は、原則として９時～１６時までの間とする。

ウ 団体は、以下に示したセンターの標準生活時間を参考に計画を立てること。未記入の場

合は、希望日時や活動場所が取れず、活動に支障が生じることがあるので、必ず記入する

こと。

6:00 6:30 7:00 7:30 9:00 12:00 13:30 16:30 17:00 21:30 22:00

夜間の活動
起

床

朝

の

集

い
（
独
自
）

朝

食

午
前
の
活
動

昼

食

午
後
の
活
動

代
表
者
打
合
せ夕 食

就

寝

準

備

就

寝

シャワー

清

掃
（
荷
物
移
動
）
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エ 午前・午後及び夜間の活動は、具体的なプログラムを必ず記入すること。

オ 団体の活動は原則２２時に終了すること。

カ 食事については、自炊もしくは弁当等のいずれかを明記すること。

なお、自炊材料・弁当等については業者を斡旋する。

キ 初めての利用希望団体は事前に施設見学が必要となるため、希望の日時を連絡すること。

（３） 施設使用料

施設使用料は無料（ただし、シーツのレンタル代等の実費分は有料）

５ 宿泊定員

施設名 最大収容人数

木造ロッジ（バードロッジ） 32人（8人×4棟）

（マウントロッジ） 72人（9人×8棟）

第１サイト （常設テント） 68人（6人×3張、10人×5張）

（木造大型ロッジ） 50人（50人×1棟）

第２サイト （常設テント） 70人（6人×5張、10人×4張）

第３サイト （ログハウス） 60人（6人×10棟）

計 352人

※ テントサイトは床（すのこ）付き

６ 利用承認と事前打合せ

（１） 利用承認

申込期間中に受け付けた全ての団体に対して、利用日や利用場所をプログラム調整の上

決定し、通知する。なお、承認決定日以降の利用申込団体については、先着順に承認し通

知する。ただし、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大により、利用を遠慮頂く場合が

ある。その際はセンターから通知する。

（２） 合同事前打合会

利用承認を受けた団体については、事前打合会を実施する。日程は利用日の前月上旬と

し、詳細についてはセンターから通知する。

７ 「利用申込書」提出先

〒632-0231 奈良市都祁吐山町２０４０番地

県立野外活動センター 総務・活動支援係

ＴＥＬ ０７４３―８２―０５０８

ＦＡＸ ０７４３―８２―２０２６

ＵＲＬ http://www.pref.nara.jp/31607.htm
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教 人 第 ２ ５ ０ 号

令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

各 市 町 村 教 委 教 育 長

殿
各 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

令和４（２０２２）年度「人権啓発ポスター・標語」

の募集について（通知）

このことについて、下記のとおり募集しますので、多数応募されますようよろしくお願いしま

す。

記

１ 趣 旨

すべての人々が人権尊重の精神を当たり前の社会意識として身につけ行動し、人権を基本

とした人間関係が広く社会に根付く「豊かな人権文化の創造」をめざして、県民の人権意識

の高揚を図るため、１２月の「人権週間」に向けて、人権啓発ポスター及び標語を募集する。

２ 主 催

奈良県、奈良県教育委員会、各市町村、各市町村教育委員会

３ 募集内容

「部落差別」、「女性」、「子ども」、「高齢者」、「障害のある人」、「生活困窮にある人」、「ひ

きこもり状態にある人」、「性的マイノリティ」、「ハンセン病患者等」、「刑を終えて出所した

人」、「犯罪被害者等」、「アイヌの人々」、「外国人」、「北朝鮮当局による拉致被害者等」、「イ

ンターネットによる人権侵害」、「ハラスメント」、「災害時における人権」などにかかわる人

権問題の解決への取組や人権尊重の重要性を訴え、人権意識の高揚を図る内容とする。

４ 応募対象

奈良県内に在住、在学又は在勤している小学生以上の方

５ 応募方法

(１) ポスター
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ア 大きさは画用紙四つ切り（約３９センチ×５４センチ）とする。

イ 画材は自由とする。

ウ ポスター用名札に下記(３)の必要事項を明記し、作品の裏中央部に貼り付けること。

エ 持参又は郵送で応募すること。

(２) 標 語

ア 規格指定はない。

イ 下記(３)の必要事項を明記すること。

ウ 郵送又はＦＡＸで応募すること。

(３) 必要事項

ア 小・中学生及び高校生は、市町村名（国立大学法人附属学校、県立学校、私立学校等

の児童・生徒を除く。）、学校名、学年及び名前（ふりがな）

※ いずれも作品作成時で明記すること。

イ 一般の方は、名前（ふりがな）、住所、年齢、電話及びＦＡＸ番号。なお、ポスターに

おいては、返却方法もあわせて記載すること。

(４) 応募点数

一人当たりポスター・標語それぞれ１０点以内とする。

６ 作品の提出先及び締切日等

応 募 者 区 分 作 品 提 出 先 締 切 日

市町村立学校の児童・生徒 市町村の教育委員会又は 作品提出先の市町村で別

人権啓発主管課 途定められた日

市町村立以外の学校の児童 奈良県文化・教育・くら 令和４（２０２２）年

・生徒及び一般の方 し創造部人権施策課 ６月２４日（金）

７ 小・中学生、高校生作品の予備審査

市町村立学校の児童・生徒の作品は各市町村で、市町村立以外の学校（国立大学法人附属

学校、県立学校、私立学校等）の児童・生徒の作品は各学校で、以下の基準に従って予備審

査を行うこと。

なお、県提出分以外の作品は、各市町村、各学校において展示等に活用すること。

(１) 県への提出基準

ア ポスター

審 査 区 分 応 募 点 数 県 提 出 点 数

小学校 低学年 ５０点未満 １点

５０～２９９点 ２点

３００～４９９点 ３点



- 13 -

５００点以上 総数の１％（小数点以下切り捨て）

小学校 中学年 ５０点未満 １点

５０～２９９点 ２点

３００～４９９点 ３点

５００点以上 総数の１％（小数点以下切り捨て）

小学校 高学年 ５０点未満 １点

５０～２９９点 ２点

３００～４９９点 ３点

５００点以上 総数の１％（小数点以下切り捨て）

中学校 ５０点未満 １点

５０～２９９点 ２点

３００～４９９点 ３点

５００点以上 総数の１％（小数点以下切り捨て）

高等学校 ５０点未満 ２点

５０～９９点 ３点

１００～４９９点 ４点

５００点以上 総数の１％（小数点以下切り捨て）

イ 標語

審 査 区 分 応 募 点 数 県 提 出 点 数

小学校・中学校・高等学 ５０点未満 ２点

校ごとにそれぞれの全応 ５０～１９９点 ６点

募点数から右の基準で選 ２００～２９９点 ８点

考 ３００～４９９点 １０点

５００点以上 １２点

(２) 県へ提出する書類等

ア 予備審査によって選考された作品

イ 応募状況報告書及び県提出者名簿

・市町村教育委員会又は人権啓発主管課･･･様式１－１、１－２、１－３

・市町村立以外の学校･･･様式２

ウ ポスター用名札（作品の裏中央部に貼付する）･･･様式３

（様式１～３は、奈良県人権施策課ウェブサイトからダウンロードできる。）
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(３) 県への提出締切り

令和４（２０２２）年６月２４日（金） １７：００必着

８ 審 査

県関係課及び人権教育研究団体等の代表で構成する審査委員会により審査を行う。県へ提

出された作品の中から、ポスターについては、①小学校低学年、②同中学年、③同高学年、

④中学校、⑤高等学校・一般のそれぞれの区分ごとに審査を行い、計３０点の作品を、標語

については、①小学校、②中学校、③高等学校・一般の区分ごとに審査を行い、計１０点の

作品を入選作品として選考する。

審査結果は、令和４（２０２２）年９月末までに通知する。

なお、市町村立学校の児童・生徒については各市町村を経由して学校長へ、市町村立以外

の学校の児童・生徒については直接学校長へ、一般の方については直接本人へ通知する。（た

だし、入選作品として選考された作者に限る。）

審査結果の問合せには対応しない。

９ 発 表

発表は、奈良県人権施策課ウェブサイトにおいて行う。なお、発表にあたっては、作品作

成時の学校名、学年とする。

10 記念品

応募者全員に記念品を贈る。

市町村立学校の児童・生徒については各市町村を経由して学校長へ、市町村立以外の学校

の児童・生徒については直接学校長へ、一般の方については直接本人へ送付する。

11 作品及び個人情報の取扱い

(１) 応募作品は、自作で未発表のものに限り、著作権は主催者に帰属するものとする。

ア 啓発品、広報誌、カレンダーその他いかなる媒体においてであっても、令和４（２０

２２）年度人権啓発ポスター・標語の結果が発表されるまでに活用された作品は、全て

発表済みとする。

イ 入選作品として選定された作品を活用する場合は、奈良県人権施策課に事前に連絡し、

活用した媒体を１部提供すること。

(２) 公序良俗その他法令の定めに反するもの、誹謗中傷を含むもの、第三者の権利を侵害

しているものは審査の対象外になる。また、入選作品選定後であっても、その旨判明し

た場合、採用は無効となる。

(３) 県提出のポスター作品は、全て返却する。（入選作品は年度末に、それ以外の作品は審

査終了後に返却する。）

(４) 入選作品については、人権啓発イベント等において展示するとともに、市町村及び市



- 15 -

町村立学校等へ貸出しを行う。また、啓発資料・広報紙（誌）、奈良県人権施策課ウェブ

サイト等に掲載する。

(５) 応募時に記入いただいた名前等の個人情報は、審査・発表・展示・記念品送付のみに

使用する。

(６) 入選作品の発表にあたり、匿名での発表を希望する場合は、県への提出時にその旨を

伝えるものとする。

12 問合せ先及び県提出先

〒630-8501 奈良県文化・教育・くらし創造部人権施策課啓発推進係

（この郵便個別番号を明記の場合は、住所「奈良市登大路町３０番地」の省略可能）

ＴＥＬ ０７４２－２７－８７１９（直通）

ＦＡＸ ０７４２－２７－８７２１

奈良県人権施策課ウェブサイト：https://www.pref.nara.jp/1657.htm
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教 体 第 ２ ２ ８ 号

令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

各 市 町 村 教 委 教 育 長

各 学 校 （ 園 ） 長 殿

学校以外の各県立教育機関の長

奈良県教育委員会教育長

令和３年秋の交通安全県民運動の推進について（通知）

令和３年秋の交通安全県民運動は、「令和３年秋の交通安全県民運動奈良県実施要綱」により、

スローガン「交通事故のない やすらぎの 大和路づくり ～大和の交通マナーを高めよう～」

のもと、９月２１日（火）から９月３０日（木）までの１０日間実施されることとなりました。

今回の運動は、「子供と高齢者を始めとする歩行者の安全の確保」、「夕暮れ時と夜間の事故防

止と歩行者等の保護など安全運転意識の向上」、「自転車の安全確保と交通ルール遵守の徹底」、「飲

酒運転等の悪質・危険な運転の根絶」、「二輪車、原付車の交通事故防止」（奈良県重点）を運動の

重点としています。

また、運動期間中の９月３０日（木）は、「交通事故死ゼロを目指す日」（全国一斉）とされ

たことから、その趣旨を踏まえ、交通安全に対する更なる意識の向上に努めるようお願いします。

ついては、下記の事項に留意の上、これらの運動を強力に推進し、警察等と連携した各学校等

における交通安全教育の一層の充実を図るようお願いします。

記

１ 児童生徒等に対する交通安全教育の推進

(１) 交通安全教育の推進

ア 学校においては、体育科・保健体育科や特別活動はもとより、各教科等においてもその

特質に応じて安全に関する指導を行うよう努めることにより、学校の教育活動全体を通じ

た計画的な指導を充実させること。また、児童会・生徒会活動等における自主的な交通安

全活動を助長するように配慮し、児童生徒の交通安全に対する関心や意識を高めること。

特に交通混雑や視認性の低下など、夕暮れ時と夜間の危険性を踏まえ、反射材用品・明る

い目立つ色の服装等の着用効果などを認識させる交通安全教育を図ること。
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その際、歩行中児童の交通事故の特徴（飛び出しによる死亡・重傷事故が多いなど）に

ついて理解させたり、高齢者などの世代が違う人々と児童生徒が共に交通安全教育を受け

る場を設けるなど、世代間交流にも配慮することとし、歩行者の交通ルール遵守の徹底を

図ること。

また、障害のある幼児児童生徒については、個々の障害の状態や特性及び心身の発達の

段階等、並びに、地域の実態に十分配慮すること。

イ 学校における交通安全指導については、「学校安全資料『生きる力』をはぐくむ学校で

の安全教育」、リーフレット「クイズで まなぼう！たいせつないのちとあんぜん」（いず

れも文部科学省作成）などを活用し、指導の充実を図ること。（参考：学校安全ポータル

サイトhttps://anzenkyouiku.mext.go.jp/）

特に、幼稚園、幼保連携型認定こども園及び小学校においては、幼児等が交差点で信号

待ちをしている際の注意の払い方、道路の歩行と横断の仕方、路上遊戯の危険と安全な遊

び方などについて繰り返し指導を行い、安全な行動が身に付くように努めること。

ウ 学校においては、帰宅後においても学校で指導したことが正しく守られ、実践されるよ

う家庭との連携に努めること。特に小学校１年生に対しては、学校から今春配布されてい

るリーフレット「クイズでまなぼう！たいせつないのちとあんぜん」を活用し、登下校時

の安全について保護者と児童が話し合う機会を継続的に設けられるよう努めること。

エ 幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校等においては、ＰＴＡ、地域子ども会、関係

機関・団体等の協力を得て、児童生徒等と保護者が一緒に学ぶ交通安全教室等を開催し、

踏切や道路における安全な通行方法などについて具体的に理解させること。また、保護者

に対しては、運転者には歩行者保護の観点から横断歩道手前での減速義務と横断歩道にお

ける歩行者優先義務があることや飲酒運転、妨害運転（いわゆる「あおり運転」）等の悪

質・危険な運転による悲惨な交通事故が依然として社会問題になっていること等を周知す

ること。

(２) 安全な道路交通環境づくりの促進

ア 教育委員会においては、今年６月に発生した千葉県八街市における下校中の児童が死亡

する交通事故（以下「八街市事故」という）を受け、通学路の交通安全の確保のため、各

市町村で策定されている通学路交通安全プログラム等に基づく取組を改めて推進し、地域

において学校、警察、道路管理者等の関係機関が密接に連携し、地域ぐるみで子供の安全

を見守る体制を構築すること。

また、同プログラムに基づく通学路の点検に当たっては、子供の視点に配慮するととも

に、見通しのよい道路や幹線道路の抜け道になっている道路など車の速度が上がりやすい

箇所や大型車の進入が多い箇所などの八街市事故の観点も踏まえるなどした上で、地域の
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実情を考慮して行うこと。把握した危険箇所については、警察や道路管理者と連携を取り、

道路交通安全環境の整備を図りつつ通学路の交通安全確保に努めること。

イ 教育委員会においては、路上遊戯等による交通事故の防止対策の一環として、校庭、学

校体育施設、社会体育施設等の開放を行うなど、地域全体で児童生徒等の活動の場の確保

に努めること。

その際、不審者などの侵入防止に必要な措置を講ずるなど、児童生徒等の安全管理に配

慮をすること。

ウ 学校の周囲における交通安全対策を推進するため、教育委員会、幼稚園、幼保連携型認

定こども園及び小学校においてはスクール・ゾーンの設定を推進するとともに、地域の警

察等と協力して、スクール・ゾーン内における歩行者用道路の拡大や自動車の交通規制の

強化等を促進し、当該地域内における児童生徒等の交通事故防止を積極的に推進すること。

エ 幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校等においては、通学路等の交通安全総点検・

安全マップの作成等を実施し、児童生徒等の目線による通学路等における交通上の危険箇

所の把握と解消に努めること。

その際、交通安全の観点のみならず、登下校時の児童生徒等の犯罪被害防止にも配慮す

ること。

(３) 自転車、原動機付自転車及び自動二輪車等の安全な利用

ア 自転車の安全な利用については、「自転車安全利用五則」（平成１９年７月１０日付け

中央交通安全対策会議交通対策本部決定）を活用し、小学校、中学校及び高等学校におい

て、自転車安全教室の開催等により、夕暮れ時と夜間における反射材用品等の着用の促進、

前照灯の点灯の徹底、点検整備について指導するほか、自転車の安全な利用や正しい駐輪

の仕方などの周知を図り、登下校時の安全かつ正しい走行及び交通ルールの遵守に関し、

児童生徒が自主的に安全な行動ができるように指導すること。特に、車道の左側通行等自

転車の通行方法の指導、歩道通行時における歩行者の優先、二人乗り及び並進の禁止、傘

差し、スマートフォン使用、イヤホン使用等の危険性の周知徹底を図ること。

イ 自転車の利用者が加害者となる交通死亡事故や高額賠償事案の発生等を踏まえ、機会を

捉えて、児童生徒の保護者等に対する各種保険制度の周知に努めること。また、「奈良県

自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」についても周知すること。

ウ 原動機付自転車及び自動二輪車等の利用については、高等学校において、保健体育科及

びホームルーム活動を中心とした交通安全教育を一層充実させるとともに、原動機付自転

車・自動二輪車による事故の防止及び無謀運転の追放のため課外指導等の充実を図り、家

庭、関係機関・団体等との連携の下に、適切な指導に努めること。また、多くの高校生が

近い将来、自動車運転免許を取得する現状に鑑み、運転免許を取得する以前から、交通事
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故（飲酒運転・無免許運転・危険ドラッグを使用した上での運転、あおり運転などの悪質

性・危険性が高い運転を含む。）の責任等を理解させ、運転者として備えておくべき安全

意識を醸成する教育を行い、これを基礎として、免許取得時の教育とあいまって、運転者

に必要な資質の涵養を図ること。

(４) シートベルトの正しい使用及びヘルメットの着用の徹底等

ア 児童生徒・保護者に対し、後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルト着用義務

の周知及び着用の徹底を図ること。

イ 幼児児童に対し、自転車乗車時における乗車用ヘルメット着用を徹底するとともに、中

学生・高校生に対しても、自転車乗車時における乗車用ヘルメットの着用を促進すること。

ウ 保護者に対し、チャイルドシートの使用及び幼児二人同乗用自転車の安全利用並びに幼

児児童の自転車乗車時における乗車用ヘルメット着用に関する正しい理解を促進すること。

２ 大学生等に対する交通安全教育の推進

大学、高等専門学校等においては、交通ルールの遵守と交通マナーの習得・向上を図るため、

学生の自転車や二輪車・自動車の事故・利用等の実態に応じ、警察等の関係機関・団体等と連

携し、交通安全指導の一層の充実を図ること。

３ 高齢者等に対する交通安全教育の推進

地域においては、生涯にわたる交通安全教育の推進を図る観点から、高齢者及び青少年・成

人を対象とした学級・講座等における学習活動、青少年団体、女性団体、ＰＴＡ等の社会教育

関係団体による実践活動並びに社会教育施設における事業などを通して、地域住民の交通安全

に関する学習を奨励すること。

特に、交通事故死亡者数全体に占める高齢者の割合が高いこと及び高齢運転者による重大交

通事故の発生などの情勢を踏まえ、高齢者に対し、参加・体験・実践型の交通安全に関する学

習の促進を図るように努めること。また、高齢運転者に対する加齢等に伴う身体機能の変化が

交通行動に及ぼす影響などの安全教育及び広報啓発や、運転免許証の自主返納制度及び自主返

納者に対する各種支援施策の広報啓発等にも努めること。
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教 研 第 ４ ４ ３ 号

令 和 ３ 年 ９ 月 ９ 日

各 市 町 村 教 委 教 育 長

各 中 学 校 長

各 義 務 教 育 学 校 長

各 中 等 教 育 学 校 長

各 特 別 支 援 学 校 長

奈良県教育委員会教育長

令和３年度奈良県中学校特別活動研究大会の

開催について（通知）

このことについて、下記のとおり開催しますので、関係職員の参加についてよろしくお願いし

ます。

記

１ 趣 旨

生徒・学校・地域の実態に即した特別活動の在り方について研究発表及び協議を行い、特

別活動の現状と課題を明らかにするとともに、本県における特別活動の充実と振興に役立て

る。

２ 主 催

奈良県教育委員会、奈良県中学校教科等研究会特別活動部会

３ 後 援

十津川村教育委員会

４ 期 日

令和３年１０月２８日（木）

５ 実施方法

Google Workspace for Educationによるオンライン実施

６ 参加対象者

県内中学校、義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程及び特別支援学校中学部の教員

殿
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７ 研究主題

「生徒の自主的・主体的な態度を育てる特別活動」（コロナ禍における特別活動の取組）

８ 内容等

(１) 日 程

13:00-13:15 13:15-14:30 14:30-16:10 16:10-16:40

開会行事 ≪第Ⅰ部≫ ≪第Ⅱ部≫ 指導助言

基調提案 会場校実践発表／質疑応答 実践報告／質疑応答・研究協議 閉会行事

(２) 会場校実践発表

「生徒会が主体となって取り組む、学年や中高の枠を超えた集団活動の実践」

十津川村立十津川中学校 教諭 田中 裕文

(３) 実践報告

「コロナ禍においての特別活動」

高取町立高取中学校 教諭 峠谷 彩奈

「コロナ禍でのなかまづくり」

大淀町立大淀中学校 教諭 小濱 友香

「生徒指導の視点から考える特別活動」

葛城市立白鳳中学校 教諭 山田 雅幸

(４) 指導助言

県立教育研究所教育支援部支援係 指導主事 隅岡 寛延

９ 申込方法

下記ＵＲＬもしくはＱＲコードを用いて、令和３年１０月１３日（水）までに申込みフォ

ームに入力し、送信すること。

【参加申込フォームＵＲＬ】https://forms.gle/eDd5HDoHieRSKPrXA

10 その他

(１) 参加申込者宛てに、Google Meetのリンク及び大会資料を送信する。

(２) 研修内容の録画・録音等、著作権を侵害する行為は禁止とする。

(３) 本研修に関する問合せについては、下記宛てに連絡すること。

橿原市立光陽中学校 教諭 堀川宜篤

ＴＥＬ ０７４４－２７－１２４１

https://forms.gle/eDd5HDoHieRSKPrXA

